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事業の成果と今後の方向性

　次年度の事務事業の参考として，各課において監査及び審査等の結果報告が活用されています。引き
続き，効率的な監査事務の執行に努めるとともに，監査事務の充実を図るため，随時監査の実施や監査
業務の専門性を高めていく必要があります。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

件 41

回 13

件 10

監査実施回数 定期監査　各担当課等 学校監査　各小中学校

監査実施回数 例月出納検査，水道事業検査　1回/月

監査実施回数 決算審査　10会計

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値 100 100

予 算 額 計 3,1322,916 2,741 3,100 2,941 3,194

87.59% 99.42% 88.06% 86.81% 78.10% 0.00%執行率

実 績 額 計

0

0

0

2,725

令和３年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

監査事務局

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

監査実施回数 監査実施計画数　÷　監査実施数 ％ 令和３年度

令和元年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

各課及び財政援助団体等

行財政運営を公正で合理的かつ効率的なものとします。

0 0 0

2,554 2,725 2,730 2,553 2,446 0

0 0 0 0

0 0

一 般 財 源

令和２年度

0 0 0 0

2,730

0

2,553 2,446 02,554

0

担当部

監査事務局

監査事務費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 00

平成28年度 平成29年度 平成30年度

令和３年度 令和４年度年　　度

08

事業名

　市の財務に関する事務及び経営に関する事業の管理並びに一般事務について適正かつ
効率的に行われているか監査を実施します。

　地方自治法の一部改正等により，監査制度の拡充強化が図られ，事務局の役割や業務
範囲も拡大しています。また，市民自らが市の財務に関する行為について監査を求める
住民監査請求制度についての関心も高まっており，監査に対する期待が大きくなってき
ています。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

監査委員費
監査委員費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

地方自治法，地方公営企業法，石岡市監査委
員条例

予

算

事 業 計 画

最終目標

財
源
区
分

309



事業の成果と今後の方向性

　公平委員会が円滑に運営できるよう，引き続き勤務条件等について情報収集や知識を高めていく必要
があります。

見直し年度（目標年度）

令和３年度

ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

指　標　名 説　明　等 単 位 実績値

回 5

回 0

回 0

公平委員会の開催回数 公平委員会の開催回数

上部団体総会参加回数 上部団体が開催する公平委員会総会への参加回数（３団体）

研究会等参加回数 事例研究会・研修会等への参加回数

成
果
指
標

目標値 100 100 100

実績値 100 100

予 算 額 計 1,140986 953 1,008 1,075 1,017

70.18% 71.04% 75.69% 79.91% 65.79% 0.00%執行率

実 績 額 計

0

0

0

677

令和３年度　事務事業評価シート

体
　
系

課名

監査事務局

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

項　　目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

事案等の審査及び必要な措置
の執行率

事案数（措置要求，不服申立て，人事規則の改正，
職員団体の登録事項変更等含む）　÷　事案の処理
数（審査・採決・措置等執行数等）

％ 令和３年度

令和元年度

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

市職員及び一部事務組合職員

職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利
益処分を審査し，必要な措置を執ります。

0 0 0

692 677 763 859 750 0

0 0 0 0

0 0

一 般 財 源

令和２年度

0 0 0 0

763

0

859 750 0692

0

担当部

監査事務局

公平委員経費
会計 一般会計
款 総務費

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 00

平成28年度 平成29年度 平成30年度

令和３年度 令和４年度年　　度

08

事業名

　地方公共団体職員の利益の保護と公正な人事権の行使を保障する目的で，次の事務を
行います。（1）職員の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し，必要な措置を執り
ます。（2）職員に対しての不利益処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をし
ます。（3）職員の苦情を処理します。

　国の公務員制度改革に伴う人事評価制度の導入や職員の定員管理の適正化等に伴い，
措置要求や苦情の申立ての発生（増加）が予想されるが，案件が少ないため実際に措置
要求，不服申立ての請求が提出された場合の対応が難しいです。

事業の概要

事業全体としての課題

行財政改革の推進

顧客
（誰を）

意図
（どのように）

施 策

政 策

根拠法令

総務管理費
公平委員会費

項
目

07 時代の変化に的確に対応できるまちへ

地方公務員法，石岡市及び事務組合公平委員
会規約

予

算

事 業 計 画

最終目標

財
源
区
分

310


	34+表紙【監査委員事務局】
	34監査委員事務局〇



